市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：保護者が安心して預けられる保育園整備を
（問）本市が公表している待機児童はゼロだが、これは待機児童定義を変更したためであり、実際は、保育所を希望しながら入所できない児童は昨年35名、一昨年は115名いる。併せて公表すべきでは。
(答）国の基準に基づきやっている。保護者が混乱するので公表は控える。
(問）議場で数を答えながら市民に対して公表しないのは理解できない。今後の保育園整備は親が安心して預けられる認可保育園を軸に進めていくか。
(答）認可保育園だけでなく、認定こども園や小規模保育所も法令や基準を順守し良好な保育環境であるため併せて受け皿を確保していく。
(問）“保育園落ちた日本死ね”ブログで安倍政権が待機児童解消策として打ち出しているのが企業主導型保育所。児童育成協会実施の立ち入り調査では432施設中303施設で問題点が指摘され劣悪な保育環境が全国で報告されている。市に監督権限はない一方、固定資産税軽減措置を行っている。子供の安全を確保する立場で臨むべきでは。
（答）市の補助制度を通じて、計画段階から情報共有を行い、補助金の適正執行における実地検査を含め必要な指導を行い、安全確保につなげていく。
（問）来年実施予定の保育の無償化で、現在市が実施している保育料軽減の財源（1億5千万）が浮く。保育士処遇改善など保育のために使うべき。
（答）子育て支援を中心として真に必要な施策の財源とすべく協議していく。
標題２：市民と病院に利益のない給食委託は中止を

（問）受託業者（㈱グリーンハウス）が行うべき厨房業務に市の職員が応援に就かざるを得ない状況が現在も続いている。この状況は病院と業者が交わした契約書のどの部分で認められているか。
（答）契約書に明記はないが、その他の条項に「契約に定めない事項は委託者と協議をして定める」とあり対応している。
（問）協議さえすれば契約違反状況も可となるならば何のための契約書か。配膳遅れも改善せず市民に影響が出ている。2年後再契約できる資格があるか。
（答）通常の更新手続きの中で判断していく。
